この様式は様式１（対象類型共通）の応募申請用下敷きです。赤枠の内容確認後、赤枠を削除しながら作成してください。（応募申請書は様式１・２合わせて１５ページ以内で作成のこと）
　ファイル名は　【様式１】計画書の提出について（企業名）　で登録のこと。


【様式１】記載不要
受付番号




単体申請の場合

２０１９年　　月　　日提出日（発送日）を記載


全国中小企業団体中央会会長　殿登記印（朱印）を押印
原本１部は朱印で提出
５部はコピーで提出

愛媛県地域事務局長　殿・郵便番号と現在の本社住所を記載、
　但し、実施場所が異なる場合は２段書きで両方の所在地を記載
・商号又は名称：登記された会社名を記載
・代表者役職：代表取締役　など登記名を記載、個人事業主の場合は個人事業主と記載


[bookmark: _GoBack]　　　　 応募者
（〒　　　　－　　　　　）
本社所在地
補助事業の実施場所
（※本社所在地と異なる場合のみ記載）
商号又は名称
代表者役職
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金事業計画書の提出について
【一般型・小規模型】注２該当しない方は削除


　平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金に係る補助金の交付を受けたいので、公募要領に定める要件、注意事項等に全て了解した上で、下記１．から２．の書類を添えて提出します。
　また、当社は「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の交付を受ける者として下記３．に定める不適当な者のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

１．【様式２】事業計画書
２．決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人の場合は活動報告書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）
３．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金の交付を受ける者として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき

　　注１．計画書の用紙サイズは、Ａ４判の片面印刷とし、決算書など他の提出書類とともに左側に縦２穴で穴を開け（ホッチキス止め不可）、一部ずつ紙製のフラットファイルに綴じ込んでください。なお、様式１、２あわせて１５ページまでとしますが、記載分量で採択を判断するものではありません。
　　注２．該当する事業類型のみ記載してください。



＜事業類型等の内容＞チェックもれは審査対象外になります。
必ずチェックしてください。

※　以下の項目について、①事業類型のいずれか１つに必ずチェックするとともに、②補助率２／３要件、
③増額要件を満たす場合、④申請者が特定非営利活動法人単体である場合はチェックをつけてください。
経営革新計画の認定を取得または申請中の事業者以外は☑しないこと。
チェックもれは補助率アップ対象外になります。
該当する場合は必ずチェックしてください。

	
	一般型
	小規模型

	①事業類型
＜いずれか１つに☑＞
	□
	□設備投資のみ
□試作開発等

	②補助率２／３要件
＜該当する箇所に☑＞
	□ 先端設備等導入計画の認定取得（予定）

□「付加価値額」「一人当たりの付加価値額」年率３％、
「経常利益」年率１％を向上する経営革新計画の承認取得（予定）

（※）該当する場合は上記の取得条件を満たさないと交付決定することはできません。小規模企業者に☑した場合は労働者名簿一覧（公募要領85ページの様式）が必須です。ｘ
名簿の従業員数は事業計画（様式２）の従業員数と同じであること。

	□ 先端設備等導入計画の認定取得（予定）

□「付加価値額」「一人当たりの付加価値額」年率３％、
「経常利益」年率１％を向上する経営革新計画の承認取得（予定）

（※）該当する場合は上記の取得条件を満たさないと交付決定することはできません。

□ 小規模企業者、小規模事業者または常時使用する従業員が２０人以下の特定非営利活動法人である

（※）該当する場合は「労働者名簿一覧」の提出が必要となります。

	③補助上限額の増額要件
＜該当する場合は☑＞
	□ 生産性向上に資する専門家の活用を希望する

（※）該当する場合は事業計画書に専門家の活用がどう寄与するか記載してください。

	④申請者が特定非営利活動法人単体である場合の補助対象要件
＜該当する場合は☑＞
	□ 法人税法上の収益事業を行う法人であり、かつ本事業に係る「経営力向上計画」の認定を取得している（予定）

（※）該当する場合は①「経営力向上計画に係る認定について（認定通知書）の写し」、②「経営力向上計画に係る認定申請書（（別紙）経営力向上計画を含む）の写し」を添付してください。





チェックもれは補助上限額の増額対象外になります。増額を申請する場合は必ずチェックしてください。
☑を入れた場合は費目として専門家経費を計上し、経費明細表を作成してください。
専門家経費の補助金額３０万円はその一部を機械装置費に流用することができます。
例えば専門家経費に１０万円、機械装置費に２０万円を引き当てることができます。
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